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投票所閉鎖の時
刻までに投票管
理者の受けた日
本国憲法の改正
手続に関する法
律第61条の投票

投票総数 票 内
受理と決定したもの 票
不受理と決定したもの 票

不受理又は拒否の決定を受けた者

不受理の決定を受けた者 （氏名）

代理投票の拒否の決定を
受けた者

（氏名）

b
投票拒否の決定
をした者

投票人の氏名 拒否の事由 仮投票の有無

日本国憲法の改正手続に
関する法律第63条の投票
の拒否

日本国憲法の改正手続に
関する法律第59条の代理
投票の拒否

７ 投票所事務従事者 総数 何人 内
１ 市区町村選挙管理委員会書記 何人
２ 市区町村の職員 何人
３ その他の者 何人

何年何月何日調製
投票管理者（職） 氏 名

我々は、この投票録の記載が真正であることを確認して、署名する。
投票立会人 氏 名
投票立会人 氏 名

別 記 第 二 十 四 号 様 式 （ 期 日 前 投 票 又 は 不 在 者 投 票 の 事 由 に 該 当 す る 旨 の 宣 誓 書 ）（ 第 二 十 六 条 関 係 ）

宣 誓 書
私は、国民投票の当日、下記の事由に該当する見込みです。
次の１から５のいずれかに〇を付して下さい。
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ア．仕事 イ．学業 ウ．地域行事の役員
エ．本人又は親族の冠婚葬祭 オ．その他（ ） に従事

※左のアからオの
いずれかに〇を付
して下さい。オの
場合は具体的に記
載して下さい。

ア．本市町村以外
イ．本市町村内（ ） に外出・旅行・滞在

※左のア又はイの
いずれかに〇を付
して下さい。イの
場合は具体的に記
載して下さい。

ア．疾病、負傷、出産、身体障害等のため歩行困難
イ．刑事施設等に収容

※左のア又はイの
いずれかに〇を付
して下さい。

１以外の用事又は事故のため、

交通至難の島等（ ）に居住・滞在 （※具体的に記載して下さい。）

住所移転のため、本市町村以外に居住

上記は、真実であることを誓います。
何年何月何日

氏 名 生年月日

現 住 所

投票人名簿に記載されている住所 （現住所と異なる場合のみ記載すること）

別 記 第 二 十 五 号 様 式 （ 令 第 六 十 四 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 投 票 用 紙 及 び 投 票 用 封 筒 の 請 求 書 の 様 式 ）（ 第

二 十 八 条 関 係 ）

請 求 書

投票人名簿に記載されている住所 投票人氏名 生 年 月 日 備 考

都（何道府県）何郡（市）何町（村）
字何（町）何番地
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官
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備考
１ この様式は、投票所における投票録の様式である。
２ 指定投票区若しくは指定関係投票区である場合又は日本国憲法の改正手続に関する法律施行
規則第53条第３項の規定により市町村の選挙管理委員会が指定する投票区となった場合には、
その旨を「何投票区」に続いて記載しなければならない。
３ 投票人の氏名のみの記載では、投票人を確認することが困難である場合においては、住所等
を記載して確認することができるようにすること。
４ 「投票当日有権者」欄には、期日前投票を行った者のうち国民投票の期日までの間に国民投
票の投票権を有しなくなったものも含まれるものであること。
５ 投票所における投票者の総数と不在者投票者の総数の計を「投票者」欄に記載しなければな
らない。
６ 「立会時間」欄には、投票立会人を交替することとしている場合において選任の際立ち会う
こととされた時間又は投票立会人が辞職をした場合にその投票立会人が実際に立ち会った時間
を記載しなければならない。
７ 投票立会人を交替した場合には、引継ぎに係る書類を添付すること。
８ 署名をする投票立会人は、投票所の閉鎖時において選任されている投票立会人とする。
９ 指定関係投票区である場合には、この様式中「不在者投票者」欄及び６aの欄に斜線を引く
こと。ただし、繰延投票が行われ当該投票区に属する投票人がした日本国憲法の改正手続に関
する法律第61条の規定による投票の送致を受けた場合又は日本国憲法の改正手続に関する法律
施行規則第53条第３項の規定により市町村の選挙管理委員会が指定する投票区となった場合
は、この限りでない。

10 この様式に掲げる事項のほか、投票管理者において、投票に関し緊要と認める事項があると
きは、これを記載しなければならない。この場合においては、補助用紙を使用することができ
る。

右の投票人は、何年何月何日執行の国民投票の当日、当何々にあるため、当何々において投票す
る見込みであり、日本国憲法の改正手続に関する法律施行令第64条第４項（第65条第２項において
準用する第64条第４項）の規定による依頼があったので、右の投票人に代わって、投票用紙（船員
の不在者投票用紙）及び投票用封筒の交付を請求します。

何年何月何日
（住 所）
何々（船舶その他施設の名称及び不在者投票管理者を記載すること。）

（代理人）氏 名
都（道府県）郡（市）（区）町（村）選挙管理委員会委員長 氏 名あて
備 考
投票人から令第64条第３項の申立ての依頼があった場合は、備考欄に「点字」と記載すること。
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